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中期計画２０１１について 
 

 ＮＥＣキャピタルソリューション株式会社はこのたび、2008 年度より取り組んできまし

た第３次中期計画が 2011 年 3 月末にて終了したことに伴い、「中期計画２０１１」を策定

いたしました。事業環境の変化に対応するべく当社グループの変革のビジョンを纏めてお

ります。本中期計画の概要を以下にご報告いたします。 
 

記 

 
１. 新中期計画の前提 
 （1）事業環境 

本年３月まで、リーマンショック後の景気後退は終息を迎えつつあると共に、

リース業界につきましてもリース会計・税務の変更による業界の縮小にようやく

下げ止まり感がでておりました。しかしながら、本年３月１１日の戦後最大の国

難とも言われる東日本大震災、それに伴う原発事故が発生し、当面の景気動向は

予測不能な状況に陥いっております。 
一方、当社グループ事業につきましても、リース市場が制度変更により縮小し

たことによる資産の減少と競争環境の悪化、当社グループ最大のサプライヤーで

ある NEC グループのグローバル事業、クラウド、サービス事業への傾注により、

当社グループの従来からの事業の先行きについての不透明感が増しております。 
 
 （2）新中期計画策定の意図 

上記のような激変する事業環境のもとで、経営として仮説を立て３年後の中期

計画を策定し公表すること自体に無理があるとの考えもありますが、このような

状況にあるからこそ今後の展望につながる新しい道筋を作っていくための方針は

必要であるとの認識から、不透明な環境の見極めに応じて柔軟に且つ機動的に対

応していくベースプランを意図して新たな中期計画を策定いたしました。 
 



 （３）中期的に目指す姿 
ＮＥＣグループ理念である「Ｃ＆Ｃを通して豊かな社会の実現に貢献」してい

くために、これまでのリース事業、企業金融事業、資産金融事業の活動をより発

展させ、「情報・通信技術が拓く新しい社会資本インフラの実現を先導していく企

業」を目指してまいります。 
 
 （４）中期計画２０１１の基本方針 

❑キャピタルソリューションの拡充、実践 
中期的に目指す姿を実現していく原動力として、第３次中期計画で提唱した

「Integrated Capital Solutions（お客様の経営資源に対する課題解決の提案

力）」の拡充・実践を進めていきます。さらに、「キャピタルソリューション」

の定義としてきた「お客様の経営資源に対する課題解決」という考え方を、新

たに「企業・社会・国家が活動していく上で必要な資本・資源に対する課題解

決」とそのスコープを拡張し、幅広いソリューションを提供してまいりたいと

考えています。 
また、キャピタルソリューション活動の実践のために、顧客のマネジメント、

経営部門、経理財務部門との連携を密にし、資本・資源に関わる課題を自然に

相談できる環境をつくる「相談型営業スタイル」の顧客リレーションへと顧客

接点を転換していくことを通じて、顧客基盤の拡大を進めます。 
 
❑ＮＥＣグループとの関係の更なる強化 

「ＮＥＣ」ブランドを冠する企業としての役割を再認し、ＮＥＣグループの商

流開拓、販売支援、市場機会の創出に務めます。また、ＮＥＣグループの戦略

の方向性（クラウド関連事業の拡大、新規事業の拡大、グローバル事業の拡大）

に応じた戦略を策定することで、更なる関係強化を図っていきます。 
 
❑新たな事業の創出 

ソリューション幅の拡大と安定したフロー収益確保を目的として、従来のス  

キルをベースに、アウトソーシング（ＢＰＯ）を事業化していきます。また、

当社グループの強固な顧客基盤である官公庁自治体が今後は民力を必要とする

見通しに立ち、ＰＦＩ、ＰＰＰの事業化に取り組んでいきます。 
 
 
２. 中期的に目指す姿を実現していくための施策 

（１）フロント・ミドル体制の強化による顧客基盤開拓力の向上 
別事業として管理していたベンダーソリューションとファイナンスソリュー

ションのフロント営業を統合し、顧客目線に立った一元化された営業体制を

構築すると共に、フロント営業に対する統合的なサポートを行うミドル部隊

を強化いたします。また、エリア営業拠点での相談型営業の定着度に応じた



事業法人営業機能の段階的な展開を行っていきます。 
 

（２）新しい事業構造への移行 
ＩＣＴや新しい社会インフラなどに関わるアセットビジネスへの取り組みを

行い、アセット周辺の新たなサービス機会創出と収益事業化（Ｂ／Ｓを使わ

ないビジネス）を図っていきます。（３項に具体的な注力分野を記載） 
     

（３）子会社化した株式会社リサ・パートナーズ（以下「RISA」）との協業・融合 
RISA 法人営業部門と当社の金融法人営業部との融合を図ることで営業効率

の向上を図ります。また、注力する新規分野を定め、協業プロジェクトを推

進していきます。 
 

（４）RISA を含めた連結ポートフォリオ管理、リスク管理の強化 
      ファイナンスアセットの増加・多様化、新事業への取り組みに伴い、営業資

産のリスクマネジメント強化を図り、目指すべき事業ポートフォリオと財務

戦略との同期を図っていきます。 
 
   （５）新しい事業を構築・推進していくための経営インフラの整備 
      ポートフォリオ・リスク管理の強化に加え、ローコストオペレーションを実

現するため、ビジネスプロセス業務の最適化を追求すると共に、グループ内

で重複するスタフ機能のシンプル化を行います。 
 

（６）RISA 不動産投資事業からの撤退、小口リース事業の新規取り組み停止 
    事業の集中と選択に伴い、RISA の不動産投資事業からの撤退を進めると共に、

非対面販売を前提とした当社の小口リース事業の新規取り組みを停止いたし

ます。 
 
 
３. 新たに注力する事業機会 

（１）社会インフラへの投融資・プロジェクトファイナンスの強化 
資産金融領域の新たな成長戦略として、ＮＥＣグループが得意とする社会イ

ンフラ通信設備、空港等の公共施設、新エネルギー・環境インフラなどの投

融資～アセットマネジメントを中心とする収益モデルの構築を加速していき

ます。 
 

（２）海外プロジェクト案件の組成 
海外の金融に関わる法務・税務のナレッジを蓄積し、ＮＥＣグループの通信・

ネットワーク系を中心に海外プロジェクトを積極支援していきます。 
 



（３）ＩＣＴアセットに関わるビジネス強化 
オペリース取組を通じて ICT 支配資産を大幅に拡大し、大口顧客層が望む新

たなサービスビジネスのモデル構築を進めていきます。 また、リブートテク

ノロジーサービス株式会社、ＰＣ－ＰＩＴ等、当社グループが構築してきた

ＩＣＴアセットに関るサービスラインナップの強化を行なうと共に、新たな

サービスに対応した新規投資にも取り組んでいきます。 
 

（４）コーポレートアドバイザリー機能の強化 
RISA との協業により、当社グループ顧客の深耕策として事業法人向けのアド

バイザリー業務（コーポレートアドバイザリーやＦＡＳ業務）の強化に取り

組んでいきます。 
 
（５）ＢＰＯ事業への取り組み 

ＮＥＣグループの提供するＩＣＴサービス周辺にあるＢＰＯ受託サービス事

業に取り組んでまいります。特に請求代行等当社グループの既存サービスと

の整合性の高いアウトソーシング事業を中心に事業化し、B/S を使わない継

続的な収益事業を育成してまいります。 
 
 

 

以上 

 


